















This article examines the activities of the United Nations High Commissioner for Refugees
(UNCHR) in Japan, a country said to be reluctant to accept refugees from abroad. The
UNHCR, a major UN organization dedicated to the protection and assistance of refugees,
focuses today more on humanitarian assistance in emergency situations, and its traditional
function of legal protection tends to be overlooked. However, the UNHCR, in cooperation
with local civil organizations, has exercised positive influence on the formation of Japan's pol-
icy to receive refugees.
キーワード:難民認定､ UNHCR､マンデート難民､庇護申請者､市民社会






























1) B. S. Chirani, "The Geopolitics of Refugee Studies: A View from the South," Journal of Refugee Studies, Vol. ll,



































4) UNHCR 『研修マニュアル　入門　難民の国際的保護(RLDl)』 UNHCR日本･韓国地域事務所1999年(英語版





































































12) UNHCR 『世界難民自書』前掲､ p. 167
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UNHCRの日本における難民保護政策 167
は､自身の政策の透明性を向上させることが重要である｡優先順位の基準を明確化すること､
認定基準を明らかにするため､不認定の場合その理由を開示すること､インタビューにおい
て代理人の立会いを認めること､異議申出を制度化すること､ UNHCRの支援者に関する統
計を公表すること､といった点は最低限保障されるべきであろう｡
日本における難民受け入れ政策は政府､ UNHCR､ NPO､弁護士の対立､協力関係によっ
ても影響をうけている｡NPOや弁護士はキャパシティの問題はあるが､日本政府やUNHCR
の政策に影響を与えうる存在であり､こうした団体が難民政策における透明性の向上のため
にUNHCRに強く主張していく必要がある｡また､国会議員やメディアの力をどのように使
っていくかも今後の課題である｡難民問題は票になりにくいため､従来､政治家の関心は低
かった｡社会民主党､民主党が日本の難民認定について関心を持っており､ NPO､法曹界と
の協力関係はできつつあるが､与党までこの動きは広がっていない｡今後は与党議員も巻き
込んで運動を広げていくことができるか､そのためにメディアをどのように使うかが､ます
ます大きな課題になっている｡ 2002年5月8日､ 5人の北朝鮮亡命希望者が中国洛陽の総領
事館に駆け込もうとして中国の武装警官に運行された事件をきっかけに､自由民主党を含む
与党の中でも庇護政策に対する関心が高まっている55)こうした動きをUNHCRや支援者
側がうまく取り込んでいけば､今後､難民受け入れ政策のさらなる改善へと繋がる可能性は
あるであろう｡
55)法務省は2002年5月23日､出入国管理政策懇談会(法相の私的懇談会)に難民認定制度の見直し検討などを行う･｢難
民部会｣を新設する方針を囲めたとの報道がされている｡ (『朝日新聞』 2002年5月24日　朝刊　p.3)
